
診療科ごとの将来必要な医師数の
見通しの明確化について

医療従事者の需給に関する検討会
第28回 医師需給分科会 資料

３
平成31年２月18日



（１）これまでの議論について
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現状の診療科の選択方法について
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 臨床研修修了後、専門研修等を自主的に選択
 診療科別の医師の需要は不明確

○ 現行では、診療科別の医師の需要は不明確であり、医師は臨床研修修了後に
自主的に主たる診療科を選択している。



専門医の領域、認定・更新 専門医の在り方に関する検討会報告書（平成25年4月22日）・改

 専門医の領域は、基本領域の専門医を取得した上でサブスペシャル
ティ領域の専門医を取得する二段階制を基本とする。

 専門医の認定は、経験症例数等の活動実績を要件とし、また、生涯に
わたって標準的な医療を提供するため、専門医取得後の更新の際に
も、各領域の活動実績を要件とする。

 広告制度（医師の専門性に関する資格名等の広告）を見直し、基本的
に、第三者機関が認定する専門医を広告可能とする。
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現在専門医機で要件などを検討中

基本領域 （19 領域）

新たな専門医制度の基本設計



※内科 ・・（平成８～18年）内科、呼吸器科、循環器科、消化器科（胃腸科）、神経内科、アレルギー科、リウマチ科、心療内科
（平成20～28年）内科、呼吸器、循環器、消化器、腎臓、糖尿病、血液、感染症、アレルギー、リウマチ、心療内科、神経内科

※外科 ・・（平成６～18年）外科、呼吸器外科、心臓血管外科、気管食道科、こう門科、小児外科
（平成20～28年）外科、呼吸器外科、心臓血管外科、乳腺外科、気管食道外科、消化器外科、肛門外科、小児外科

※平成18年調査から「研修医」という項目が新設された

診療科別医師数の推移（平成６年を1.0とした場合）

出典：平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査

平成 （年）

○ 多くの診療科で医師は増加傾向にある。
○ 減少傾向にあった産婦人科・外科においても、増加傾向に転じている。
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週当たり勤務時間60時間以上の病院常勤医師の診療科別割合
○診療科別週当たり勤務時間60時間以上の割合でみると、診療科間で２倍近くの差が生じる。
○診療科別週当たり勤務時間60時間以上の割合は、産婦人科で約53％、臨床研修医48％、救急科約
48％、外科系約47％と半数程度である。
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割合

※ 病院勤務の常勤医師のみ

※ 診療時間：外来診療、入院診療、在宅診療に従事した時間。 診療外時間：教育、研究・自己研修、会議・管理業務等に従事した時間。 待機時間：当直の時間（通常の勤務時間とは別に、院内に待機して応急患者に対して診療等の対応を

行う時間。実際に患者に対して診療等の対応を行った時間は診療時間にあたる。）のうち診療時間及び診療外時間以外の時間。 勤務時間：診療時間、診療外時間、待機時間の合計（オンコールの待機時間は勤務時間から除外した。オン

コールは、通常の勤務時間とは別に、院外に待機して応急患者に対して診療等の対応を行うこと）。

※ 「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成



専門研修の予定

専門研修の予定（性別・年齢別）

○臨床研修終了後、 9割以上が専門研修を行う予定である。
○専門医取得を希望する診療科の傾向は、４年間あまり変わらない。

専門研修を行う予定の診療領域

（出典）平成27年～30年臨床研修修了者アンケート調査
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※ H29～H27は専門医取得希望の診療領域 6



○ 医師需給分科会第２次中間取りまとめにおいては、「医師が、将来の診療科別の医療
ニーズを見据え、適切に診療科を選択することで診療科偏在の是正につながるよう、人口
動態や疾病構造の変化を考慮した診療科ごとに将来必要な医師数の見通しを、国全体・都
道府県ごとに明確化し、国が情報提供すべきである。」とされた。

○ 現在、医師数は継続的に増加している一方、その増分は一部の診療科に集中しており、診療科
ごとの労働時間には大きな差が存在している。

○ 一方、現行では、 診療科別の医師のニーズは不明確であり、医師は臨床研修修了後に自主的
に主たる診療科を選択している。

○ また、新専門医制度においても、診療科偏在の是正策は組み込まれていない。

○ 医師が、将来の診療科別の医療需要を見据えて、適切に診療科選択ができる情報提供の仕組
みが必要。

将来の診療科ごとの医師の需要の明確化について

現状と課題

7

対応

医療従事者の需給に関する検討会
第22回 医師需給分科会 資料

２－３
平成30年９月28日
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４．具体的な医師偏在対策
(2) 医師養成過程を通じた地域における医師確保
③ 専門研修
ⅱ）医療ニーズを踏まえた診療科ごとに必要な医師数の明確化

○ 医師が、将来の診療科別の医療ニーズを見据え、適切に診療科を選択することで診
療科偏在の是正につながるよう、人口動態や疾病構造の変化を考慮した診療科ごとに
将来必要な医師数の見通しを、国全体・都道府県ごとに明確化し、国が情報提供すべき
である。

５．将来に向けた課題
(1) 今回の医師偏在対策の効果の検証を踏まえた継続的な議論の必要性

○ （中略）次の①から③までの対策については、今回の取りまとめの内容を、より進めたもの
とすべきか否かについて、更なる議論が必要である。
① 専門研修における診療科ごとの都道府県別定員設定
○ 新専門医制度については、

・ 診療科ごとに都道府県別の定員を設定し、臨床研修同様、マッチングの仕組みを導
入することで、地域における診療科偏在を是正していくべき
・ 定員設定等の導入は時期尚早であり、まずは今回の対策の効果をみるべき
との意見があった。

第２次中間取りまとめ（抜粋）



現状の医療の姿を前提とした人口動態・疾病構造変化を考慮した診療科ごとの医師の需
要の変化を推計し、現時点で利用可能なデータを用いて、必要な補正を行なった将来の
診療科ごとの医師の需要を推計

診療科ごとの医師の需要を決定する代表的な疾病・診療行為を抽出し、診療科と疾病・
診療行為の対応表を作成

将来の医師等の働き方の変化や医療技術の進歩による需要の変化については、定量的
なデータが得られた時点で、順次、需要推計に反映させる。

将来の診療科ごとの医師の需要を明確化するにあたっての
具体的な手順（案）

当
面
の
対
応

将
来
の
課
題
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考慮すべき要素の例：

・医療ニーズ ・将来の人口・人口構成の変化 ・医師偏在の度合いを示す単位（区域、診療科、入
院／外来） ・患者の流出入 ・医師の年齢分布 ・へき地や離島等の地理的条件 等

医療従事者の需給に関する検討会
第22回 医師需給分科会 資料

２－３
平成30年９月28日

○ 将来の診療科ごとの医師の需要の明確化にあたっては、診療科と疾病・診療行為の対応
表等を作成するために必要なデータの整理等を行う必要であり、まずは、事務的に、こう
した整理を行った上で、具体的な議論を行うこととしてはどうか。

対応（案）



（２）診療科ごとの将来必要な医師数の
見通しの推計の方法について



・A診療科（50000人）
・B診療科（30000人）
・C診療科（10000人）
・
・
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○ 診療科と疾病等の対応表については、急性期領域における実際の診療データを用いて、専門
医制度における基本診療領域と疾病等との対応表を作成した。

診療科と疾病等の対応表について（事務局整理）

※ 厚生労働科学研究「保健医療介護現場の課題に即したビッグデータ解析を実践するための臨床疫学・統計・医療情報技術を磨く高度人材育成プログラムの開発と検証に関する研究」（研究代表者
東京大学 康永秀生）の研究結果（DPCデータから求めた69診療科×傷病分類（ICD-10）別の患者数）を用いて、厚生労働科学研究「ニーズに基づく専門医の養成に係る研究」（研究代表者 自治医科
大学 小池創一）において、基本診療領域×傷病中分類（患者調査）別の患者数を算出した。

（イメージ）
疾患A 疾患B 疾患C・・・・・・・・・

・疾患A（５％）
・疾患B（４％）
・疾患C（４％）
・疾患D（３％）
・
・

A診療科 B診療科 C診療科・・・・・

各疾病と各診療領
域との重み付けされ
た対応表を作成

・実際の診療データをもとに、各
疾患において、各診療科が診療
を行う患者数（シェア）を算出

・各診療科において診療を行う
疾患のシェアを算出し、重みづけ
された診療科と疾病の対応表を
作成



○ 将来必要な医師数の見通しの推計にあたって、まず、各診療科ごとの現在の医師数から、それ
ぞれの診療科における勤務時間を踏まえ、労働時間規制等医師の働き方改革により必要になる
と考えられる現時点における必要医師数を算出した。

○ 算出された現時点における必要医師数に対して、疾病と各診療領域との重み付けがなされた対
応表に基づき、性年齢階級別の受療率等が一定であると仮定し、将来の人口動態の変化を踏ま
えた患者数の変化と必要医師数の変化が比例するものとして計算を行った。

○ なお、放射線科、臨床検査、救急科、リハビリテーション科については、全診療科における患者
数の変化、麻酔科、病理については、外科における患者数の変化と必要医師数の変化が比例す
るものとした。

診療科ごとの将来必要な医師数の見通しの推計について（事務局整理）

将来の人口推計・疾病と各診
療領域との重み付けされた対
応表に基づく患者数の変化

↓

（イメージ）

現在の医師数

勤務時間の変
化、診療科の差
を踏まえ調整

↓

将来の必要医師数
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○ 将来の診療科別必要医師数について、実際に診療科選択に資するものにするためには、臨床
研修修了後、９割以上が専門研修を行う予定であることを踏まえると、臨床研修修了時点の診療
科別の１年あたり養成数を示すことが有用であり、諸外国における養成数の算出手法等を参考※
に、
・ 現在の医師数を維持するために必要な１年あたり養成数
・ 将来必要な医師数の見通しを達成するために追加で必要な１年あたり養成数
を合計した数を診療科別の１年あたり養成数として算出することとした。

○ また、医師の働き方改革に関する議論、医師確保計画等のスケジュールを踏まえ、2024年、
2030年、2036年の３時点における将来必要な医師数の見通しを算出した上で、 １年あたり養成数
を算出することとした。

診療科ごとの将来必要な医師数の見通しを踏まえた年間養成数の算出について（事務局整理）

※ 厚生労働科学研究「ニーズに基づく専門医の養成に係る研究」（研究代表者 自治医科大学 小池創一）における海外調査等をもとに整理。
※ 必要養成数の算出にあたっては、医師需給分科会「第３次中間取りまとめ」における供給推計の手法を用いた。

（イメージ）

現在の医師数

将来において
現在の医師数を維持

将来必要な医師数の
見通しを達成

１年あたり養成数 ○人

１年あたり養成数 △人

１年あたり養成数 ○＋△人
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○ 都道府県ごとの診療科ごとの将来必要な医師数の見通しの算出に当たっては、将来時点にお
ける必要医師数の算出方法を踏まえ、全国における診療科ごとの将来必要な医師数の見通しを
もとに各都道府県別の将来必要な医師数の見通しを算出し、各都道府県・各診療科別の現在の
医師数をもとに、都道府県間における医師の流出入がないと仮定して、１年あたりの養成数の計
算を行うこととした。

都道府県ごとの診療科ごとの将来必要な医師数・養成数の見通しについて（事務局整理）

（イメージ）

ａ診療科 ｂ診療科 ・・・

全国 ○○人 △△人

Ａ県

Ｂ県

・
・
・

全国における将来必要な医師数の見通しを各都道府県に配分



（２）都道府県別診療科ごとの将来必要な医師
数・養成数の見通しに係る課題等について



16

〇 現状においては、医師の適切な診療科選択、各都道府県における医師偏在対策、専門医制度
におけるシーリング※１等において、地域及び診療科偏在に対する十分なエビデンスに基づいた
対応を行うことが難しい状況である。

○ 今回の整理に基づき算出される将来必要な医師数・養成数の見通しの活用については、現状
の各診療科の診療実態を反映したエビデンスに基づくものであり、地域及び診療科偏在対策への
活用が期待されるが、推計の限界として、現状の各診療科の対象となる疾患等が将来維持される
ことを前提としたものであり、総合的な診療の領域※２の役割などについて別途検討を行う必要が
あることに留意しつつ、幅を持った検討を行う必要があるものである。

○ 今後、将来必要な医師数の見通し等を踏まえ、
・ 医師が、適切に診療科を選択することで診療科偏在の是正につながること

・ 各都道府県において、県外からの適切な医師派遣調整等や地域枠医師が適切に診療科選択
できるような取組を行っていくこと
・ 専門医制度におけるシーリング設定等にあたり、エビデンスとして活用されること
等が期待されるのではないか。

都道府県別診療科別の将来必要な医師数・養成数の見通しに係る課題について（案）

※１ 東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、福岡県において、原則、各診療領域において、専攻医募集定員が過去５年間の平均
選考医採用実績を超えないように定員設定にシーリング（これまでの医師の増減等を踏まえ、外科、産婦人科、病理、臨床検査、
総合診療科は除外）を実施。
※２ 総合診療、救急、ICU・病棟管理領域等を想定。
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新専門医制度に基づく専門研修の状況について（参考）

○ 新専門医制度開始後、専攻医の東京都等への集中が進んでいる。
※ 東京都の専攻医の比率は、平成24年～26年の18.3％、18.8％、17.4％に対して平成30年は19.5％。（平均７％程度増）
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○ 今後、将来必要な医師数の見通しの算出方法等を適宜見直しながら、実際の診療科偏在の是
正の状況や専門医制度を取り巻く状況等を踏まえ必要な検証を行い、十分な効果が生じていない
場合には、診療科ごとに都道府県別の定員を設定する等、更なる医師偏在対策について、早急
に検討を加えていくこととしてはどうか。

今後の検討について（案）

〇 今後、将来必要な医師数の見通し等を国が情報提供していくことにより、地域及び診療科偏在
の是正につながることが期待される。

○ 一方で、医師の働き方改革や医師の偏在の状況を踏まえると、診療科偏在対策は、待ったなし
の状況であり、早急な是正が求められるものであるが、新しい専門医制度開始以降、開始前と比
べ東京都等への専攻医の集中が進んでいるとのデータもある。


